
 

 

 

 

 

3 年連続の「引き下げ」 

 職員給与は 3 年連続の引下げで、

引き下げの影響額は、3 年間の累積

額で「約 40 億円」です。 

【年度ごとの削減総額】 

  H21 年度  9 億 200 万円 

  H22 年度  5 億 5,200 万円 

  H23 年度    7,700 万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公務員給与引下げが、 

民間給与引下げに繋がる悪循環 

 民間給与と公務員給与が競い合っ

て減り続けていく悪循環に陥ります。 

民間も公務員も、5 年連続の給与減

です。 

 

 

 

 

 

 

年金や生活保護基準などにも影響 

 給与の減額は、年金給付にも影響

するとともに、生活保護の基準など

にも影響をおよぼします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市職員の給与「引下げ」は、 
地域経済活性化に逆行！ 

 ・・・3年間で「約 40億円」、消費へのマイナス影響・・・ 
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職員給与引下げの累積額
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（万円） 

地域経済活性化のため、一般職等の給与水準と正規雇用の確保を！ 

給与削減や非正規雇用の拡大（嘱託や臨時・任期付職員など）が、消費

不況に拍車をかけています。暮らしと景気・経済を立て直す立場で、自治

体自らが雇用や給与水準の確保に努めていくことが求められます。 
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（控
室
か
ら
） 

益
田
牧
子 

失
業
・貧
困
と
病
気 

土
曜
の
夜
、
知
り
合
い
か
ら
電
話
が
あ
り
ま
し
た
。

「４
０
歳
代
の
息
子
さ
ん
が
身
体
を
壊
し
、
実
家
に
帰
っ

て
き
た
け
れ
ど
、
仕
事
を
止
め
無
保
険
の
た
め
、
病
院

に
か
か
れ
な
い
」と
の
こ
と
。
よ
く
聞
く
と
、
な
ん
と
こ

の
２
年
間
イ
ン
シ
ュ
リ
ン
の
治
療
を
受
け
て
い
な
い
・・。

月
曜
日
に
、
病
院
を
受
診
し
、
即
入
院
と
な
り
ま
し
た
。

血
糖
値
は
、
実
に
７
０
０
以
上
。
こ
ん
睡
状
態
の
一
歩
手

前
で
し
た
。
不
安
定
な
就
労
が
、
治
療
中
断
の
原
因
で
し

た
。
５
０
歳
代
の
男
性
も
、
派
遣
会
社
の
撤
退
で
失
業
。

雇
用
保
険
も
切
れ
て
、
７
月
か
ら
無
収
入
。
一
家
の
収

入
は
、
妻
の
７
万
円
の
パ
ー
ト
収
入
の
み
。
「１
ヶ
月
前

か
ら
、
糖
尿
病
の
薬
が
切
れ
て
お
り
、
夜
中
も
の
ど
が

渇
く
」と
聞
き
、
民
医
連
の
ク
リ
ニ
ッ
ク
に
、
国
保
無
料

低
額
診
療
を
お
願
い
し
受
診
と
な
り
ま
し
た
。
ヘ
モ
グ

ロ
ビ
ン
Ａ
１
ｃ
は
、
９
・２
。
何
れ
も
、
失
業
→
無
収
入
（貧

困
）→
病
気
悪
化
の
ケ
ー
ス
で
す
。
安
心
し
て
治
療
を
受

け
、
健
康
を
取
り
戻
す
た
め
に
、
憲
法
２
５
条
に
基
づ

く
生
活
保
護
申
請
を
お
す
す
め
し
ま
し
た
。 

最
近
の
相
談
か
ら
、
生
活
保
護
件
数
増
加
の
背
景
に
、

使
い
捨
て
の
「派
遣
労
働
」が
あ
る
こ
と
を
実
感
。 

 

民
主
党
は
、
公
約
の
「派
遣
法
改
正
」を
骨
抜
き
に
す

る
一
方
で
、
生
活
保
護
へ
の
攻
撃
を
強
め
て
い
ま
す
。

「政
治
の
貧
困
」こ
そ
正
す
べ
き
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。 

市営住宅の入居申し込みのお知らせ 
新築 : 本荘団地（６戸）、楠団地（ １戸）、豊田団地（８戸） 

既存団地 ： 一般住宅（180戸）、特定目的住宅（33戸）、改良住宅（11戸）、事故住宅（6戸） 

申し込み受付：１２月６日（火）～１２日（月）午前９時～午後６時（土、日午後５時まで） 

配布・受付場所：市役所別館駐輪場８階会議室、申し込み：印鑑、世帯所得の分かるもの 

問合せ先：市営住宅管理センター（☎312∼3400）（土、日☎328~2111） 

＊県営団地の募集は、来年2月の予定です。 

 

 

 

 

 

「ＴＰＰ交渉参加の撤回を求める」意見書案等

日本共産党市議団が提出 

 日本共産党は、6件の意見書案を提出していま 

す。（正式議案には、5人以上の賛同が必要） 

市民団体からの請願も多数出されています。市

民の暮らしをまもるために、力を尽くします。 

＊ ＴＰＰ交渉参加の撤回を求める意見書案 

＊ 消費税増税に反対する  〃 

＊ 政党助成金を廃止し震災復興財源とする 〃 

＊ 年金制度の改悪の見直し 〃 

＊ 道州制・地域主権改革の推進に反対する 〃 

＊ 3種ワクチン助成の継続と国の確立 〃 

（市民団体から出された請願） 

＊ 場外車券売り場の設置を認めないこと（市民連） 

＊ 合併特例区の廃止（合併特例区の高額報酬をた

だす会） 

＊ 子どもの医療費無料化拡充（新婦人熊本支部） 

＊ 建設に働く仲間と地域経済を救うルールづくり

（熊本県建築労組東部・西部・菊鹿・宇城支部） 

＊ 公的医療を破壊するＴＰＰ反対（熊本県社保協） 

＊ 消費税増税に反対（消費税をなくす熊本の会） 

＊ 最低保障年金制度実現（年金者組合熊本支部） 

＊ 後期高齢者医療制度のすみやかな廃止（同上） 
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勤労収入の減少 

社会保障給付な

どの減少・喪失 
その他（無年金

など） 

13.0% 

35.9% 

21.4% 

29.7%  長引く不況のもとで、リストラや倒

産による失業者が急増し、熊本市でも

生活保護受給者が増加しています。派

遣社員や期間工など、非正規労働者の

急増が背景にあります。 

 憲法２５条で規定された生存権を保

障する最後のセーフティーネットとし

て、生活保護制度の役割がますます重

要となっています。 

  

１１月２３日に行われた政府行政刷新会議の「政策仕分け」では、増え続け

る生活保護受給者に対して、「受信できる医療機関を制限する」「住む場所を制

限する」「最低賃金未満での労働を可能にする」など、受給者の人権を侵害し、

憲法が保障する「法の下の平等」を否定する暴論が相次ぎました。そこには、

雇用の規制緩和や大企業の「派遣切り」・リストラなどの横暴が、貧困と失業の

増大を生んでいるという認識が欠落しています。 

 

生活保護受給者のうち、  

６０才以上の高齢者が占める

割合は５割を超えます。 

 これは、最低２５年間納め

なければ１円も支給されない

年金制度や、４０年納め続け

ても満額月６万５０００円し

か支給されない国民年金（平

均５万円程度）の仕組みその

ものに問題があります。 

 リーマンショック以

降の景気悪化により、多

くの労働者が仕事と生

活の基盤を失いました。

また、正社員が減らさ

れ、派遣社員等に置き換

えられるなど、大企業の

利潤を優先し働くルー

ルを壊してきた政治の

結果、貧困はますます深

刻になっています。 

 また、日本の失業保険

も、他国と比べ支給され

る期間が短く、不十分です。保護受給

者のうち働く年齢層が増えている理由

もそこにあり、安心して働くことがで

きるルールづくりが求められます。 

  

右の表は、生活保護

を受けることになった

理由ごとの年次推移で

す。収入の減少や失業

保険切れなど社会保障

給付の減少、また無年

金などの理由が増えて

いる状況です。 
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日本共産党 市議会だより 2011年 12月 4日 


